
豊中市スポーツ団体合併・統合支援金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校再編により学校体育施設開放事業における活動場所の減少が見込ま

れることをふまえ、豊中市立庄内さくら学園又は豊中市立庄内よつば学園に係る学校体育施

設開放運営委員会に登録しているスポーツ団体が行う合併又は統合に対し、スポーツ団体合

併・統合支援金を交付することについて必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「合併又は統合」とは、複数のスポーツ団体が一の団体として一体

的に活動することをいう。 

２ この要綱において「合併団体」とは、合併又は統合後の団体をいう。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、合併又は統合に伴

い、合併団体として一体的に活動するために必要な物品に団体名称その他の表示を新たに付

し、又は変更する事業で、当該物品の購入又は加工に係る支出が完了したものとする。 

（対象団体） 

第４条 補助金の交付の対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当する合併団体とする。 

（１） 合併又は統合を行う全ての団体が、豊中市立庄内さくら学園又は豊中市立庄内よつば

学園に係る学校体育施設開放運営委員会に登録していること。 

（２） 合併又は統合後も継続して活動する意思及び体制を有すること。 

（３） 合併又は統合後の団体について、学校体育施設開放事業に係る登録手続を完了してい

ること。 

（４） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団若しくはその構成員の統制の下にあ

る団体でないこと。 

（５） 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第４条第２項に規定する宗教法人又は宗教

の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団体で

ないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、別表に掲げる経費とする。 

２ 前項の経費について、他の補助金、助成金その他の給付を受けている場合は、その額を控

除した額を補助対象経費とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額に４分の３を乗じて得た額とし、同一の合併又は統

合につき３０万円を上限とする。 

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

３ 補助金の交付は、同一の合併又は統合につき１回限りとする。 

 

（補助金交付の申込み） 

第７条 補助金の交付を受けようとする対象団体は、補助事業が完了した後、当該補助事業を

実施した年度の３月３１日までに、補助金交付申込書兼請求書（様式第１号）に次の各号に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 補助金交付申込内訳書（様式第２号） 

（２） 領収書その他支出を証する書類 

（３） 団体名称その他の表示を新たに付し、又は変更した物品の内容が確認できる写真 

（４） 消費税等仕入税額控除確認書（様式第３号） 

（５） その他市長が必要と認める書類 



２ 消費税及び地方消費税に係る仕入税額控除が認められている対象団体は、前項の申込みを

するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係

る消費税額として控除することができる額及び当該額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に前条第１項に規定する割合を乗じて

得た額をいう。以下同じ。）を減額して申込みをしなければならない。ただし、申込時におい

て消費税等仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の申込書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付が適

当であると認める場合は、補助金の交付の決定及び交付すべき補助金の額の確定を行い、当

該対象団体に補助金を交付するものとする。 

２ 市長は、前項の審査において、補助金の交付が適当でないと認める場合は、補助金の不交

付決定を行い、その理由を付して、不交付決定通知書（様式第４号）により対象団体に通知す

るものとする。 

３ 市長は、第１項の交付の決定及び補助金の額の確定に当たり、学校体育施設開放事業の登

録団体名簿その他の関係書類により、合併団体の登録状況その他必要な事項を確認するものと

する。 

 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、対象団体が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

（１） 補助金を補助対象経費以外の用途に使用したとき。 

（２） この要綱又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。 

（３） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（４） その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、交付決定取消し等通知書（様式

第７号）により対象団体に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金を交付

しているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 補助金の交付を受けた対象団体は、補助金の交付後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り消費税等仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、前項の報告があった場合において、返還すべき額があると認めるときは、当該消

費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（帳簿等の保存） 

第１１条 補助金の交付を受けた対象団体は、補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並び

に証拠書類を整備し、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して１０年間保

存しなければならない。 

（指示及び検査） 

第１２条 市長は、補助金の適正な執行を確保するため必要があると認めるときは、対象団体

に対し必要な指示をし、又は関係書類を検査することができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年９月１日から実施する。 



別表（第５条関係） 

区分 補助対象経費 

物品表示整備費 

合併又は統合に伴い、団体名称その他の表示を新たに付し、又は変

更する必要があるユニフォーム、用具その他の物品の購入又は加工

に要する経費 





 



 



 



 


